
























あったI') 。爾来， この稲の研究は，今日まで， アメリカを中心に活発にな
されてきてお【)， その「革命」性を肯定するもの，否定するものなど様ざ














































































(7) Subc0mmitteeonReports． AccontingandManagement, theCo.
mmitteeonCovernmentaIAffairs,U､S.Senate (合衆国上院政府間問題
委員会報告・会計・経営'j､委員会)。











































































































J.K-Gi'lbraith, ibid､, pp. 20-21．前掲邦訳, 28-29頁参照。
























































































ibid., p, 63.前掲邦訳, 85頁。






























⑱ ibid.,p､ 122.前掲邦訳, 165頁。
07) ibid., p、 71.前掲邦訳, 95頁。因みに，彼は，他のところではテクノスト
ラクチュアの構成員を「技術者，学者，工場長，販売部長，市場調査の専門
家，広告部長，会計士，法律家，対官庁交渉員の集団」 (J.K.ガルブレイ
ス他著『｢新産業国家」論争』 ，岡山隆訳，竹内書店， 66頁） としたり， 「法
人企業の役員，弁護士，科学者，技術者，エコノミスト ，会計士，広告・販
売担当者たち」 （『経済学と公共目的』 ，邦訳,TBSフ'リタニカ, 218頁）
としている。






























U9) J.K､Galbraith, op. cit-, 3ed., P. 140.前掲邦訳, 189頁。


















































































































































" ibid., pp. 232 2;I;1.前掲邦訳, 310頁。


























































"J.K･Galbraith, op. ciL,P. 281.前掲邦訳, 372-373頁。
GD ibid.,p.216．前掲邦訳, 286頁。

























~ ibid.,P. 46.前掲邦訳, 61頁。
“村田稔著『経営者支配論』 ，東洋経済新報社, 71頁。
駒この点で筆者ば脚注(3)で紹介した大友徹氏の立場に同意する。





























g7) J.K.Galbraith, op. cit~, pp. 6-7．前掲邦訳, 10頁。
" ibid., p. 43.前掲邦訳, 57頁。
" ibid.,p- 403.前掲邦訳, 525頁。




























" ibid., p. 104.前掲邦訳, 141頁。

































いる。 （『企業理論』 ，泉文堂， 228頁） 。
“渡植彦太郎「組織体としてのテクノストラクチュア」 （『松山商大論集』


































































































































"H.E･Krooss,C.Gilbert, Op.cit., p、 265.前掲邦訳(下) , 392頁。
MJM.ヘルド著『企業の社会的責任』 ，企業制度研究会訳，雄松堂, vi頁。
23－77－
ガルブレイスの企業論
テクノストラクチュアに焦点をあてているが故に，現代資本主毅の本質的
特徴を，感覚的・直観的にであるが， ピックアップすることに成功してい
る。この点で彼は現代資本主義分析に対して大きな貢献をしている。
4． おわりに
以上，ガルブレイスのテクノストラクチュア論を紹介し検討してきた。
その基本的前提については限界はあるものの， テクノストラクチュアに焦
点を合わせて現代企業の特徴を把握することは，彼が意識するか否かにか
かわらず，資本主義体制の移行過程それ自体を論議の対象に含ませること
になり， その意味でその中にはアメリカ資本主義の変革の可能性が秘めら
れている。
今日， 「企業の社会的責任」をめ<･る議論は，一見資本主義を容認する
かの如きレトリックでなされているが， そのレトリックにとらわれすぎ，
さらに深く検討する作業を厭うならば， それらの本質を看過する恐れなし
としない。このような立場からガルプレイスの思想を評価してみようとい
うのが本稿における筆者の課題であった。テクノストラクチュアについて
いえば，彼はそれのチェック機能を『新い､産業国家』では科学者・教育
者に託している。また『経済学と公共目的』では広範な政治システムによ
る大企業体制＝テクノストラクチュア体制の「公共目的」のための統制
が，提起されている。これらは，単純な資本主義弁護論とはいえないこと
の証左といえまいか。
ところでまた，かかる議論がほかならぬアメリカにおいて活発に展開さ
れてきたのは，専門経営者が社会的な存在として広く認められている状況
を反映しているとともに，その種々の行動によって社会問題を惹起させて
きた巨大企業が自己の存在意義を明らかにするために，専門経営者一テ
クノストラクチュアーの社会的地位を利用せざるをえない事情をも反映
しているといえよう。 したがってそうした議論を今後一層深めていくため
には，それらをアメリカの歴史的・経済的特性の中で論定していく作業が
24 －78－
ガルブレイスの企業論
求められるであろう。
かくして，資本主義の解明を， 「企業の社会的責任」の分析によって行
おうとする方法ば，今日アメリカにおける一つの大きな潮流となってお
り鋤， したがってそれらをトレースし批判的に検討することは高度工業化
社会といわれる現代社会の分析に少なからぬ貢献をなすであろう。
鋤内藤昭氏は次のように述べている。 「鰻近の産業社会の社会理論の顕著な
動向の一つに，現体制下での企業の公的資質の問題や技術の公的役割につい
ての問題に触れている研究が増加しつつある。そして，その傾向はどちらか
というと，経済，産業，経営学関係の分野でとくに著しく， アメリカではい
まや主流派の感さえある。たとえば，ガルブレイスの自己調整的見解，バー
ナムの静かなる革命にみられる経営支配論的内容， ミルズの共同支配論， ド
ラッカーの自律多元的組織計画論， トーニーの獲得社会，独占の公共性の問
題，バーナードの組織論ホワイトの組織のなかの人間，エツィオーニの複
合組織論など，数えあげれば際限がないほどである｡」 （｢復權思想の展開』，
新評論， 190頁）
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